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組織概要

■投資法人の概要

投資法人名 産業ファンド投資法人
（英文名：Industrial & Infrastructure Fund Investment Corporation）

代表者 執行役員 本多 邦美（ほんだ くみ）

所在地 東京都千代田区丸の内二丁目7番3号 東京ビルディング
電話番号：03-5293-7090

資産運用会社
株式会社ＫＪＲマネジメント
インダストリアル本部長 上田 英彦（うえだ ひでひこ）
電話番号：03-5293-7091

上場日 2007年（平成19年）10月18日
東京証券取引所不動産投資信託証券市場

決算期 1月末日、7月末日

■資産運用会社の概要

会社名 株式会社ＫＪＲマネジメント
（英文名：KJR Management）

資本金 5億円

株主 76株式会社( KKR & Co. Inc. 間接子会社） 100%

代表取締役社長 鈴木 直樹

所在地 東京都千代田区丸の内二丁目7番3号 東京ビルディング
電話番号：03-5293-7000

■IIFの特徴

産業用不動産特化型REIT

産業ファンド投資法人（IIF）は、日本で唯一の産業用不動産特化型REIT（リート）として、2007年10月に東京証
券取引所に上場いたしました。「日本経済の力を生み出す源泉としての社会基盤に投資し、日本の産業活動を不
動産面から支えていく」ことを理念として掲げ、中長期にわたり安定的な利用が見込まれる不動産に投資します。

■投資法人のしくみ
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契約の名称
＜契約の名称＞
（イ）資産運用委託契約
（ロ）資産保管委託契約／一般事務委託契約
（ハ）財務代理契約
（ニ）投資口事務代行委託契約／特別口座の管理に関する契約
（ホ）税務サービスに係る契約

（※）76株式会社は、本資産運用会社の親会社（財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規
則（1963年大蔵省令第59号。その後の改正を含みます。）第8条第3項に規定する親会社をいいます。
以下同じです。）であり、特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令（1993年大蔵省令第22号。
その後の改正を含みます。）第12条第3項に定める本資産運用会社の特定関係法人に該当します。
また、76株式会社の親会社であるKKR & Co. Inc.、KKR Group Co. Inc.、KKR Group Holdings Corp.、
KKR Group Partnership L.P.、KKR Holdco LLC、KKR & Co. GP LLC、Kohlberg Kravis Roberts & Co. 
L.P.及びKKR Asia LLCも、本資産運用会社の親会社として本資産運用会社の特定関係法人に該当しま
す。



物件数 アセットカテゴリー別
（期末算定価額ベース）

期末算定価格額
（百万円） 総賃貸可能面積（m2）

物流施設 47 49.4% 224,212 1,063,574.09

工場・研究開発施設等 20 34.1% 155,111 1,198,513.61

インフラ施設 7 16.5% 74,934 215,939.33

ポートフォリオ合計 74※ 100.0% 454,257 2,478,027.03

対象範囲

■ポートフォリオ （2022年1月31日時点）
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※エコアクション21の登録対象は、底地のみ所有物件と売却済み物件を除く59物件となります。
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方針

サステナビリティ戦略

産業ファンド投資法人（以下「IIF」）は、「日本経済の力を生み出す源泉としての社会基盤に投資し、日本の産業活動を
不動産面から支えていく」という理念の下、資産運用を委託する株式会社ＫＪＲマネジメント（以下「資産運用会社」）と
ともにサステナビリティの考え方を共有し、取り組みを推進しています。

資産運用会社は、「環境憲章」及び「責任投資に係る基本方針」を制定しています。IIFは、環境面における理念と行動指
針については「環境憲章」、また 「責任投資に係る基本方針」に準じ、環境面及び社会面への配慮を投資・運用のプロセ
スへ融合させ、活動を行っています。

IIFは、これらに基づき、持続可能な社会の実現を目指し、ESG（環境・社会・ガバナンス）への取り組みを積極的に行って
います。

環境憲章 制定： 2013年6月

当社は、地球が最大のステークホルダーであると認識し、事業活動を通じて持続可能な社会の実現を目指します。

【気候変動】

当社は、新技術や新たな仕組みを活用し、温室効果ガスの削減に取り組みます。

【サステナビリティ】

当社は、資源の持続可能な利用に努めます。

【生物多様性】

当社は、生態系にもたらす様々な恩恵の重要性を認識し、生物多様性への影響を緩和するとともにその保全に貢献します。

【汚染防止】

当社は、環境負担低減や環境保全によって生じる環境価値の創出・向上に努めます。

【コミュニケーション】

当社は、環境に関する企業情報を適時・適切に開示し、多様なステークホルダーとのコミュニケーション・協働を推進しま
す。

【コンプライアンス】

当社は、環境諸法規を遵守するとともに、国際行動規範に則した行動をとります。

2021年2月

執行役員 本多邦美



責任不動産投資（RPI）に係る基本方針（制定：2013年6月）

当社が、責任を持って不動産を所有管理することは、規制に適合できないリスクや競争力を失うリスクを低減し、入居者や
売却先から見た不動産の魅力度を高め、さらに費用を低減することで収益性を向上させ、投資物件の価値を増加させる重要
な戦略であると考えます。

責任不動産投資の考え方は、不動産投資の第一の目標が顧客である投資法人がより優れた収益性を達成することであること
を前提として、同時に長期的な観点から社会・環境の側面も考慮に入れようとするものです。当社は、ESGの要素が今後ま
すます財務業績に影響を及ぼすという確信のもとで、ESGへの配慮を、投資法人の資産に係る投資・運用のプロセスに融合
させます。

当社の使命

投資・運用プロセスにサステナビリティ（持続可能性）と責任不動産投資（RPI）の考え方を組み込むことで、より優れた
リスク調整後リターンを投資家に提供すること。

新技術の導入とベストプラクティスの共有を通じて、サステナビリティ（持続可能性）に資する実践を行うこと。

環境・社会面への影響に留意しながら投資法人の不動産の運用価値を増大させることで、責任ある不動産投資、開発、管
理を実現すること。

責任不動産（RPI）投資戦略

当社の責任不動産投資（RPI）戦略は、投資法人の運用プロセスに組み込まれており、全社組織において実行されています。
また、この戦略は、取得から、保有期間中のアセットマネジメント、リーシング、リノベーション、管理、そして売却が完
了するまでの、所有全期間にわたり実行されるものです。

責任不動産投資（RPI）に関する開示方針

責任不動産投資（RPI）活動について、投資主及びその他のステークホルダーに対して積極的に開示を行います。 5
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サスティナビリティ推進体制

■最高サステナビリティ責任者

サステナビリティ委員会を組織化したほか、サステナビリティ推進体制を強化するため、最高サステナビリティ責任者
（以下、CSO）を指名しました。CSOは、サステナビリティ委員会の委員長として委員会で確認した事項を資産運用会社
の代表取締役社長が議長を務める取締役会へ報告し、課題認識の共有や意識レベルの向上に努めています。

■サステナビリティ委員会

サステナビリティ委員会は、「環境憲章」及び「責任不動産投資に係る基本方針」に基づき、環境（Environment）、社
会（Social）、企業統治（Governance）の方針、戦略及び体制等に関し決議を行う承認機関です。また、投資法人のサス
テナビリティに関する活動状況、評価結果及び分析等について、情報共有する機関としての機能も有しています。

委員会メンバー

開催頻度
サステナビリティ委員会は、原則四半期に一度開催されます。

■サステナビリティ課題に関する組織的な取り組み

資産運用会社では、ESG担当者を中心に、部門内あるいは他部門と連携し、実務担当者レベルでESGに関連する課題及び
推進方法等について詳細な議論・検討を行う場（以下「分科会」という）を適宜持っています。分科会を通して、個別課
題の検討や情報共有を行うことで、担当者の課題認識と意識の向上を図ると共に、ESGへの配慮を日々の投資・運用プロ
セスに融合させています。

併せて、IIFは物件の環境データを月次で収集し、モニタリングを行っています。気候変動に対応する指標・目標及び取
り組みを含む、環境関連事項への取り組み及び環境データの収集等については、環境管理システムを構築し、PDCAサイ
クルを実施することで継続的に取り組みの強化・改善に努めています。



ESGマテリアリティとKPI
IIFは資産運用会社の方針を受け、これまでもサステナビリティ委員会を通じて、サステナビリティのビジョン・目標について
検討し、それらを実現すべく取り組んできました。ESGへの関心が高まる中、各ステークホルダーとの対話や協働で取り組み
を行うにあたり、サステナビリティ課題に係るマテリアリティを特定し、可視化することで、よりその取り組みが明確になる
ものと考えています。マテリアリティの特定にあたっては、資産運用会社における企業理念や環境憲章をもとに、SDGsの考え
方も取り入れています。
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環境関連目標

IIFは、2050年カーボンニュートラルに向けて新たにCO2排出量削減目標を設定しています。
再生可能エネルギー由来の電力への切換えや、省エネ設備を導入することで、環境・省エネルギー対策やエネ
ルギー利用の効率化に取り組み、脱炭素社会の実現を目指します。

■目標及びKPI

■気候変動に関する中長期目標

目標 KPI 2021年度目標及び計画
CO2排出量の削減 2015年対比 原単位ベース50%削減

（目標年：2030年）
・グリーン電力による環境負荷の低減
・LED化による省エネ効果の取込み
・空調更新による省エネ効果の取込み
・太陽光発電設備の導入による環境負荷の

低減

エネルギー使用量改
善

電力
2015年対比 原単位ベース20%削減
（目標年：2030年）

環境認証取得割合の
向上

・ポートフォリオ認証 取得割合60%以上
・物流施設の認証取得 割合70%以上
（目標年：2023年）

物流カテゴリにおける取得
・CASBEE 新規取得4物件
・BELS 新規取得4物件

水使用量の削減 2015年対比 原単位ベース±0% （目標年：
2030年）

・中水利用や節水機器の導入により節水で
きていたケースがありますが、定量的な目
標は定めておりません。
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※オーナー管理部分において化学物質排出把握管理促進法で定められる第一種指定化学物質の使用がないため、目
標及び計画の対象外としています。

※廃棄物はテナントからの排出であり、本投資法人の管理下にないため、目標及び計画の対象外としています。
今後、廃棄物の排出量を把握できていない物件について、排出量把握への働きかけをテナントに対して実施して
いきます。



気候変動対応・省エネルギー化に向けた取り組みの実施状況

IIFではテナントと協働し、再エネ由来電力の調達、LED照明の導入や太陽光発電等、省エネルギー対策に積
極的に取り組んでいます。

■RE100に準拠した再エネ由来電力の調達
IIF湘南ヘルスイノベーションパークは、研究施設としては初の国土交通省住宅・建設物省CO2推進モデル事業に採択され
ており、環境に配慮した建築デザインです。自然エネルギーを最大限に活用したパッシブデザインとなっているほか、エ
ネルギーを効率的に利用するアクティブ技術を採用しており、昼光利用や人感センサー配置による電気使用量の削減、実
験排気の排熱利用等を行っています。また、今回新たな取り組みとして、電力調達をRE100の基準に準拠した再生可能エネ
ルギー由来の電力へ2021年8月1日より切換えを実施し、IIFが掲げる2050年カーボンニュートラルに向けて新たに設定した
CO2排出量削減目標の達成に寄与しました。

■LED照明
既存の照明をLED照明に置き換えることにより、省エネルギー化や、照明の長寿命化に取り組んでいます。置き換えにあ
たっては、想定される削減電気容量を事前にテナントと確認しており、電気料金削減効果の一部を賃料として受領する契
約を締結している事例もあります。

導入物件例

IIF 羽田空港メインテナンスセンター
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■太陽光パネル
施設の屋上に太陽光パネルを設置し、再生可能エネルギーを活用した省エネルギー化に積極的に取り組んでいます。

導入物件例

IIF 鳥栖 ロジスティクスセンター



サステナビリティ認証取得に向けた取り組みの実施状況
IIFはサステナビリティに対して積極的に取り組んでいますが、その活動に対して客観的な評価や認証を得ることも重要で
あると考えています。投資家、テナントをはじめ、グローバルにわたる様々なステークホルダーからの要求に応えるため
に、建物の性能評価等、多種多様な認証を取得しています。

外部評価への取り組み状況
■GRESB
GRESBは、不動産会社・ファンドの環境・社会・ガバナンス（ESG）配慮を測る年次のベンチマーク評価及びそれを運営
する組織の名称であり、責任投資原則（PRI）を主導した欧州の主要年金基金グループを中心に2009年に創設されました。
GRESBによる評価は、不動産会社・ファンドが保有する不動産を対象とした「GRESBリアルエステイト評価」及び、環
境・社会・ガバナンスに関する開示情報のみで5段階評価を行う「GRESB開示評価」があります。

GRESBレーティングで4スター取得

IIFは、2013年にJ-REITとして初となる「Sector Leader」に選出されるなど、早い段階から認証を受けており、2022年
GRESBリアルエステイト評価において、総合スコアのグローバル順位により5段階で格付される「GRESBレーティング」で
「4スター」を取得しました。また、ESG情報開示の充実度を測るGRESB開示評価においては、ESG情報開示の取り組みが
高く評価され、最上位の「Aレベル」を5年連続で取得しました。
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水使用量削減に向けた取り組みの実施状況

■中水の利用による水資源の有効活用
IIF三鷹カードセンターでは、自動給水装置によって地下100mから汲み上げられた中水を敷地内の散水に利用することで水
資源の有効活用を図っています。また、この中水は非常用災害時の生活用水等としても利用されています。

IIF三鷹カードセンターの自動給水装置

生物多様性への影響緩和に向けた取り組みの実施状況

■緑地帯の設定
IIFでは保有物件の各所に緑地帯を設けており、ヒートアイランドの軽減やCO2排出量の削減等に貢献しています。

総緑地面積
7.8ha (78,000m2)

IIF 野田 ロジスティクスセンター
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汚染防止
IIFは資産運用会社とともに、環境負荷低減や環境保全によって生じる環境価値の創出・向上に努めています。

物件取得時のアセスメント
IIFの保有物件では、物件取得時において、現地の視察や地歴の調査、環境リスク要因などを考慮し意思決定を行っています。

土壌汚染や建物に係る有害物質（PCB・アスベスト等）が不動産取引におけるリスク要因のひとつであることに鑑み、土
壌汚染や建物に係わる有害物質に関連して、法令による規制、私法上のクレームその他のリスク管理を行うための手続き及
び留意事項を定めています。

1.不動産の取得の判断材料のためにリスクを正確に算定すること
2.不動産の取得に当たって、リスクを最小限に留めること
3.不動産取得後における土壌汚染等に関する法令（土壌汚染対策法等）遵守を確保し、社会通念と受託者責任に照らして適
切かつ合理的な対策を講じること

特に土壌汚染などの環境関連リスクに関し、原則として、土壌汚染対策法及びその他の環境関連法令に従って適切に処理
されているものを投資対象とします。その判断をするために、売買契約締結までに専門家による環境汚染調査を実施し、資
産運用会社が別途定める土壌汚染などに関するリスク管理マニュアルに基づき、調査・対策を下記の「土壌汚染調査・対策
フロー」に従って行います。

なお、土壌汚染に関しては、「土壌汚染の可能性が低い、もしくは土壌汚染の可能性が否定できないものの環境被害リス
クは低いと判断されている」物件を投資対象（原則）とすることを、物件取得業務マニュアルに定めています。

土壌汚染調査・対策フロー

建物の安全性
IIFの保有物件では、物件取得時に建物診断や地震リスク診断を実施するとともに、定期的にエンジニアリング・レポートを
取得し、建物の安全性の維持に取り組んでいます。
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ESG研修
全役職員を対象としてESG研修を実施しています。



環境関連目標の取り組み状況及び次年度計画

2015年度 2019年度 2020年度 2021年度
（報告期間）

目標・目標年度

CO2排出量
（千tCO2）

79 74 99 120
-

CO2排出量原単位
（千tCO2/m2）

0.11 0.07 0.08 0.08 2015年対比原単位*ベース
▲50%削減
（目標年：2030年）

電力使用量原単位
（kwh/m2）

194.35 134.05 147.94 156.70 2015年対比原単位*ベース
▲30%削減
（目標年：2030年）

環境認証取得割合の
向上

- -

・ポートフォリ
オ認証取得割合
25.3%
・物流施設の認
証取得割合
45.1%

・ポートフォリ
オ認証取得割合
31.6%
・物流施設の認
証取得割合
56.5%

物流カテゴリにおける取得
・CASBEE 新規取得4物件
・BELS 新規取得4物件
（2021年度目標）
・ポートフォリオ認証

取得割合60%以上
・物流施設の認証取得

割合70%以上
（目標年：2023年）

水使用量原単位
（m3/m2）

0.51 0.47 0.51 0.61 2015年対比 原単位*ベース
±0% （目標年：2030年）

■実績
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※1 原単位は、 延床面積（稼働状況考慮後）を以て算出しています。
※2 エネルギー消費量をCO2排出量に換算する際には、ロケーション基準手法に基づき算定しています。
（報告年度参照係数 2021年度：0.000433 t-CO2/kWh）

目標・計画 実績 評価

CO2排出量原単位
（千tCO2/m2）

・グリーン電力による環境負荷
の低減

・LED化による省エネ効果の取込
み

・空調更新による省エネ効果の
取込み

・太陽光発電設備の導入による
環境負荷の低減

・グリーン電力：5物件
・複数物件にてLED化を実施、導

入物件についてはCO2削減率
60％以上を実現

・複数物件で空調を更新
・太陽光発電設備の再稼働また

は導入提案を実施

・新規物件取得のため原単位の
増加がみられたが、再エネ導
入を進められており、今後排
出量の抑制が見込める取り組
みを実施できている

・直接電力管理物件以外につい
てもテナントともコミュニ
ケーションを図っている

電力使用量原単位
（kwh/m2）

環境認証取得割合の
向上

物流カテゴリにおける取得
・CASBEE 新規取得4物件
・BELS 新規取得4物件

・CASBEE 新規取得4物件
・BELS 新規取得4物件

・目標を達成
・リニューアルに取り組むなど

取得に向けた取り組みが実施
されていた

水使用量原単位
（m3/m2）

-

・設備改修時に節水機器の導入
による使用量削減

・新規取得物件の影響により原
単位が増加

・節水に向けたリニューアルの
実施などの取り組みがされて
いた

■報告期間における計画実施及び進捗の評価



■目標及び進捗状況

目標及びKPI 2020年度 2021年度
（報告期間）

認証物件比率（%） ・ポートフォリオ認証
取得割合 60%以上
・物流施設の認証取得
割合 70%以上
（目標年：2023年）

・ポートフォリオ認証
取得割合 25.3%
・物流施設の認証取得
割合 45.1%

・ポートフォリオ認証
取得割合 31.6%
・物流施設の認証取得
割合 56.5%

【サステナビリティ認証への対応】

実績

カテゴリ 認証種別 物件数 ポートフォリオ
割合（%）

延床面積
（m2）※

ポートフォリオ
面積割合（%）※

グリーンビルディング認証
CASBEE不動産評価 21 34.43

478,732.06 31.62
DBJ Green Building 5 8.20

省エネルギー格付 BELS 15 24.59 335,323.12 22.15

認証取得割合（2022年1月31日時点）

※ CASBEE不動産評価及びDBJ Green Building については「グリーンビルディング認証」として合算値を掲載しています
※※重複を除く

目標達成に向けた2022年度の計画

・CASBEE 新規取得2物件再取得2物件
・DBJ-GB 再取得5物件
・BELS 新規取得4物件（物流カテゴリ）
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環境関連目標の取り組み状況及び次年度計画

目標達成に向けた2022年度の計画

・省エネ化の推進(照明LED化、空調更新)
・直接管理物件での再生可能エネルギー導入による環境負荷の低減
・マスターリース物件のテナントによる環境取組支援（再エネ切替・太陽光パネル設置提案）と、テナント実施施策の詳細把握
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■次年度目標
目標 KPI 2022年度目標

CO2排出量の削減 2015年対比 原単位ベース50%削減
（目標年：2030年）

・LED化による省エネ効果の取込み
・空調更新による省エネ効果の取込み
・グリーン電力購入による環境負荷の低減エネルギー使用量改善 電力

2015年対比 原単位ベース20%削減
（目標年：2030年）

環境認証取得割合の向
上

・ポートフォリオ認証 取得割合60%以上
・物流施設の認証取得 割合70%以上
（目標年：2023年）

・CASBEE 新規取得2物件再取得2物件
・DBJ-GB 再取得5物件
・BELS 新規取得4物件（物流カテゴリ）

水使用量の削減 2015年対比 原単位ベース±0% （目標年：2030
年）

・定量目標を定めておりませんが、設備改修時
に節水機器の導入により使用量削減を図ってい
ます。

サステナビリティ委員会にて、報告期間に関する実績報告及び次年度の目標が説明され、進捗状況を管理し、適宜対応され
ていることが確認され、次年度以降の計画については、上記提示の通りに進めることが承認されています。

サステナビリティ委員会における報告と評価

対象期間 2021年2月～2022年1月

目標の進捗及び取り組みの評価 目標の進捗管理を的確に行い、達成に向けた取り組みを実施していることを確認した。

指示等 目標達成に向けた計画の実施を着実に行うこと。また、テナントとのコミュニケー
ションを通し環境対応に関する需要を把握し、対応を検討していくように。



環境関連法規

■主要関連法規

物件毎に関連法規を管理し法令順守状況の把握に努めています。なお、条例については、保有物件の所在する地域ごとに確
認及び特定を行っています。

■法令遵守の状況

対象期間において、主要関連法規に関し法令違反はありません。なお、関係当局からの違反等指導及び訴訟はありません。

環境関連法規法令名
大気汚染防止法
水質汚濁防止法
下水道法
浄化槽法
土壌汚染対策法
騒音規制法
振動規制法
PCB 廃棄物処理特別措置法
消防法
廃棄物処理法
建設リサイクル法
省エネ法
フロン排出抑制法
温対法
ビル用水法
悪臭防止法
家電リサイクル法
オゾン層保護法
建築物省エネ法
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ディスクレーマー

本資料には、将来的な業績、計画、経営目標・戦略などが記載されている場合があります。これらの将来に関す
る記述は、将来の出来事や事業環境の傾向に関する現時点での仮定・前提によるものですが、これらの仮定・前
提は正しいとは限りません。実際の結果は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

特に断りのない場合、本資料は日本における会計方針に基づいて作成されています。

本資料は、本投資法人の投資証券の取得その他金融商品取引契約の締結の勧誘を目的として作成されたものでは
ありません。投資を行う際は、投資家ご自身の判断と責任で投資なさるようお願いいたします。

本投資法人は、価格変動を伴う不動産及びその関連資産に投資を行う公募不動産投資法人(J-REIT)であり、経済情
勢、金利情勢、投資口に対する需給状況、不動産市況、運用する不動産の価格や賃料収入の変動、災害、本投資
法人の財務状態の悪化等により、投資口の市場価格が下落又は分配金の額が減少し、投資主が損失を被る場合が
あります。詳しくは本投資法人の有価証券届出書(目論見書)及び有価証券報告書に記載の「投資リスク」をご覧く
ださい。
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